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時聞 走行 事故減 雇傭促 分配 維持 総便益 投資 篭 投資便益 便益 少便益 進便益 便益 費用 ■費用 支出
道路ブロジェクト（A）3，851．1一 7．432，71，186．31，150Il一似8I95，753．9900．96．4 ε40
鉄道プロジェクト（B） 30 186 41 一34 223 120 1，9 112
水路プロジェクト（C） 118 8 126 46 2．7 43
プロジェクト（D〕 4．3 600
ブロジェクト（E〕 1．4 140
ト　ー　タ　ル 1，500
　KIPにおいては，このような便益計算，優先順位の考え方に従つて，GNP
の伸び率のべ一ス・ケースを3．5％（代替案として，3％，．4％のケースも扱
っているが），総固定投資の比率をGNPの上昇率以上にするという仮定から，
1976～85年の違邦の交通支出を2，300億マルク，内投資支出を1，100億マルク
（交通支出に占める割合は48％）としている。この間の投資支出の年間上昇率
は4．2％である。連邦政府の多年度財政計画によれば，．1977年から80年迄は408
億マルクが交通投資に利用可能であり，この傾向が1985年迄続げば，ω交通政
策のサイドからの1976～80年500億マルク，1981～85年610億マルク，計1，110
億マルクと斉合的になるとLている。投資額1，110億マルクの予算をもってす
れば，便益／費用比2．6以上のすべてのプロジェクトを実現することが可能で
あり，補完投資を含めれば，遠邦遠距離道路590億マルク（53．2劣），連邦鉄道
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177億マルク（15．9％）連邦水路73億マルク（6．6％）の投資資金が充当される。
　KIPで実現される予定のプロジェクトは，連邦鉄道の8主要路線（Man－
heim～GroB　Gerau，Ma血ei加～Stuttgaft，Giessen～Friedberg，Dortmmd
～Hamover～Bra㎜schweig，Hamburg～H㎝nover，Hamburg～M1亡nster，
Wurzburg～Numberg～Treucht11㎎en～Augsburg，Ham0Yer～Wurz－
burg）の新設，改良であり，最も多くの投資支出が見込まれている道路では，
2車線連邦遣路約2，700hの新設，2車線連邦遺路約500㎞の改良，約1，400㎞
のアウトバーン，連邦道路の慈設ないしは4率線以上への拡幅，4章線以上へ
の拡幅計画のある約1，100㎞のアウトバーン，達邦道路の当面片側車線の建設，
約1，200㎞のアウトバーソの近代化（再舗装たいし率線の拡幅）である。違邦
水路に関しては，便益／費用比が2．6以上のプロジェクトは16に達している。
　このような結果へのプロセスについて，2）での検討を基に，便益算定を中心
とする問題点を整理しておこう。
　前述の架空のケースは，簡単化を宗としており，設定されたケースそのもの
の是非を論ずることは適切であるとはいえない。しかし，考え方には少たから
ざる疑間が残されているし，パラメータの設定等についても，追加的説明の必
要とされる個所は少なくない。
　道路の便益算定に関していえば，既存の4車線アウトバーソを6車線に拡張
したにもかかわらず，走行台数で測った誘発交通量がないという考え方が貫か
れているが，これが妥当かどうかが吟味されなげればならない。崎〕これはルー
ト選定に対する目的関数が走行時閻の同一性であることとは独立の論題である。
個別集計法で接近する限り，Kentner，Meyerが確認した通り，転換交通量の
みが間題とたる場合には，集計技術上は画一的に扱える。Lかし，需要曲線の
シフトは考えられうるものであり，誘発交通量への配慮も必要となろう。その
ための準備がMeyerによってなされているのである。また交通量に関Lては，
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トラックの占める比率がプ日ジェクトの実施に影響されないということにも，
検討が必要であろう。走行速度に関してみれば，トラックの速度に6車線改良
後のみ差が設けられており，これは経験的にある程度プロージブルとは想定さ
れうるが，実際のデータとの照応が必要であるのはいうまでもない。時聞便益
単価，走行便益単価（特にトラヅク）についても，追加的説明が望まれる。
　鉄道については，単線を複線にするというのは，単にスケールを2倍にする
ことで，運行便益の単価が変わらないという前提で進められている。いわば，
生産関数の1次同次の仮定が貫かれており，オーソドックスな考え方ではある
が，その作業の複雑さは別として，この方針が現実的であるかを確認してみる
必要があろう。一6〕もっとも，この問題はここに隈ってのものではない。時間便
益が問題とされていないが，これは専らトリップ長との間題であろう。
　また，問接効果に関しては，KNAの枠内で把えるのは困難である。ここで
の道路プロジェクトと鉄道プロジェクトの地域に及ぽす効果としての雇傭健進
効果では，その雇傭口の増加数にも，寄与率にも差が設けられている。その根
拠を間うには，地域産業連関分析に頼るべきであろう。
　水路に関していえば，水路凌漢による便益がすべて船舶の積載効率の向上を
通して把えられる。単純すぎる仮定ではあるが，単純化を宗としたKNAには
許されてよい仮定である。
注（1）例えば，昭和57年8月に発表された建設省の第9次遺路整傭5ケ年計画によれば，
　　投資総額鳩兆円に対し，直接便益は年閻6兆6，OOO億円（走行便益3兆6，OOO億円，
　　時間便益3兆円）に対し，間接効果は昭和58年度から67年度までの10年間の累計で
　　国民総生産の増カロ137兆円（生産力拡大効果42兆円，需要創出劾果95兆円），それに
　　伴泣う税収の増加額が22兆円とされている（いずれも57年度価格）。また，直接劾
　　果としての燃料の節約は隼聞300万k1，閻接効果としての消費着物価の低減はO．9％
　　と算出されている（建設省道路局・建設省都布局〔15，p．4041〕）。
　（2）鉄道の場含には，複線化により年閻165の雇傭口が増加するが，問題のプロジェ
　　クトの寄与率は1－7％である。この比率はFischer　u・a・には示されていないが，
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　そこでの式よりこのように権定される。
（3）その算定プロセスム明昏かではない。道路のケースを準用して算定してみると9
　百万マルク，したがって便益／費用比も1．6となる。しかし，この養は以後の優先
　順位の議論には影響を与え汰い。
（4）　しかし，次のBVWP’80が策定された段階で，この頓向の続行は困難となり，
　したがって交通路計画そのものの計画通りの実行が危ぶまれている。
く5｝わが園の遺路整備計画においても，主として交通量の予測手法の関係上，ほぼこ
　のような考え方が採用されている。
（6）例えば，坂下〔29〕，Cariberg〔5〕において，このような問題意識，それへの対
　応が提示されている。
5、　今後の方向
　公共投資としての交通投資の基準を論ずるために用いられるKNUについて，
西ドイツのケースから，その登場の背景，理論上の間題点，適用例等を中心に
眺めてきた。現在のような厳しい財政状況の下では，公共投資の是非そのもの
が論議の大きな対象とたり，さらには視点を限定して，公共資金の効率的運用
が強く要請されている。KNUはこれらの議論を行たう上での基礎資料を提供
するものであり，KNUそのものの検討を行なうことの必要性は，とりわけ今
日特に大きいといえるのである。ただし，その結果をどう利用するのかは政治
がらみの間題なのである。
　公共交通投資の基準としては，KNUが唯一の手段ではないことは改めて述
べるまでもたい。しかし，2節で眺めたように，これまでのところ，この相対
的に客観的な基礎資料を実際に用意するという点において，KNUに代りうる
手段が見い出しにくいということも，また実情なのである。したがって，手法
としてのKNUを可能な限り客観的に，かつ精度の高いものにしていくことが
当面の課題である。そのためには，これまでに行たわれたKNUにおいて目標
年次とされた時を近々実際に迎えるようになっていることから，その分析結果
について，例えば第1次接近として代理指標を用いることによって，これを追
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跡していくことが有用となってくるのである。
　KN’U，中でもKNAは都分均衡分析の枠組の中で行なわれているにすぎな
い。それゆえ，間接効果を把えるフレームを用意しているとはいえない。また，
効率性分析としてのKNUも，方法論上の整理は試みられているものの，例え
ば主観的要素をとのように客観化するかといった点に少なからざる間題が残き
れている。バラメータの選定には，まだまだ行なわなければたらない点がある。
　これらの問題点を考慮に入れれば，『回廊報告』，KIPにみられれKNUIの
適用例は，われわれが利用しうる資料から推論する限り，相対的にはかなりの
レベルにあるとの評価は可能である。問題は，利用しうる資料の精度である。
投資決定の基準に用いられることにも起因して，その良し悪しとは別に，KNlJ
の細部にわたる分析プロセス，計算ブロセスは伺い知れたいことが多い。ここ
での事例のほか，代表的にはHamOverの都市交通（Uバーン，Sバーン），
Main－Donau運洞，Hamburg－Kartenkirchen空港，BVWP’80等々をめぐ
って，KNUが適用されており，他にも数多くのケースを見い出すことができ
る。しかしその概要は知り得ても，これらについての詳細な資料を得る機会
は極めて限られている。KNUを検討するという目的からは残念なことである。
　KNUには，方法論的にも，したがって実際の適用例からも，改善の余地が
指摘される。このような状況にある隈り，これを尺度として交通投資を判断す
るという点に危倶の念が寄せられるのは1それなりの理由はある。とはいえ，
絶対的尺度が見い出しにくい限り，研究を重ねることによって，相対的に客観
的なKNUをリファインして，これを尺度として活用することに道が拓かれて
よいといえよう。この観点からすれば，システマティックな交通計画が行なわ
れはじめた時とほぽ期を一にして導入されたKNUには，それ相応の意義が見
い出せるのである。今後は，残された問題点をどのように補ない，解消してい
くかに意を注がなげればならない。
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